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地域活性化ワークショップ第３回

地域金融機関による
地域商社の取り組みと将来展望



「『狭義』の地域商社から『広義』の地域商社へ」



PwC

「狭義」の地域商社に対する期待～地域産品発掘（商取引）
地域商社は、地域産品の発掘・流通に関わることが主たる期待役割。
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「広義」の地域商社に対する期待～ビジネスプロデュース
地域振興・域内需要再創出に向け取り組むべき事項は、外需獲得・供給力向上。
域内外事業者等を繋げ、新事業を創り出す「ビジネスプロデュース」がその基盤となる。
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ビジネスプロデュース = 地域金融機関自ら発意し新事業を創出
地域金融機関は従来から”ビジネスマッチング”を実施。これからは地域金融機関が自ら発意し、
域内外企業を巻き込み事業創出する”ビジネスプロデュース”が主軸になるのでないか。
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「連携のオーガナイザーとしての地域金融機関」
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地域金融機関を中心としたエコシステム
金融サービスの高度化や、地域への貢献を行うために、地域金融機関が異業種と連携したエコシステムが
形成されうる。
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• 主な収益源である資金利益が、低金利の

影響で低迷する一方で経費が横ばい

• 銀行業務の高度化や新サービス参画を通じ

た収益確保が求められている

地域への貢献

• 地域経済は縮小均衡にあり、成行きだと
地域金融機関の収益は下がる一方

• 収益の維持・向上に向け、従来銀行業の

枠を超えた、地域事業者の事業機会を切り
拓く動きが求められる

• 金融サービスの高度化・地域への貢献が必要な状況にある地域
金融機関において、当役割を果たす上では関連プレイヤーとの連
携し、最適な座組みを設けるべき

出典 : PwC Analysis



「ファンド的地域商社への展開」
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新たな役割は収益にどこまで寄与するか？
述べてきた”新たな役割” は、基本”役務取引等利益”に該当するフィー・ビジネスとなりがち。複雑性・難易
度と収益性が必ずしも比例せず、単独で新たな収益の柱として預貸ビジネスに取って代わるとは考えづらい。
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出典:一般社団法人 全国地方銀行協会 2020 『地方銀行の決算の状況』を基にPwCコンサルティングが作成

コア業務粗利 = 資金利益（貸出金、有価証券） +役務取引等利益（手数料） +その他業務利益



PwC

地域振興・再生に向け、資本参加型ビジネスへの参画も一手
地域の振興・再生への寄与を目指す中で、地域企業経営への関与度を高める「資本参加型ビジネス」への
参画も手段の一つとして検討できるのではないか。
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中小企業数は過剰で、大企業との格差拡大
地方圏において、中小企業が企業の大半を締める構図が変わらない一方で、設備年齢や研究開発費等の
投資分野では大企業との格差が拡大を続けている。
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出典:中小企業庁 2019 『中小企業庁白書2019』を基にPwCコンサルティングが作成

規模別*1企業数(会社数+個人事業者数) 規模別の設備年齢/研究開発費用
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*2 大企業：資本金10億円以上、中小企業：資本金1,000万円以上1億円以下 *3 大企業：従業員300人以上、中小企業：従業員1-299人

(85.0%)
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資本参加を通じて実現する域内プレイヤー群の再構成
中小企業は、20年前と比較して売上が低迷傾向にあり、様々な課題が生じている。資本参加を通じて経営
への関与を高め、再編を進めることによって生産性の向上が見込まれる。
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規模別*1の売上規模/課題 企業再編*2実施/未実施企業の労働生産性*3（中小企業）
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出典:中小企業庁 2018 『中小企業庁白書2018』を基にPwCコンサルティングが作成

*1 大企業：資本金10億円以上、中規模企業：資本金1,000万円以上1億円未満、小規模企業：資本金1,000万円未満
*2 企業再編：事業譲受、吸収合併、買収による子会社増 *3 労働生産性：付加価値額/従業員数
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資本参加を軸とした域内企業の連携・再編強化
複数域内企業への資本参加・経営関与を通じて、企業間連携および業務・拠点・企業の集約・再編成を促す
事ができるのではないか。
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• 包括契約・共同購買による調達費削減

• 拠点・業務集約

• アウトソーシング先統一・包括契約

• 共通基盤・システム活用

• 拠点・業務集約
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出典:PwC Analysis
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これからの地域金融機関・地域商社のあり方
目利き力の再生からスタートし、ビジネスプロデュース・事業投資・事業経営と役割を拡げ、地域全体の
競争力強化を主導する役割を担う。そのためには、他プレーヤーとも連携しつつ、経営基盤・機能を強化。
両輪を回し、地域金融機関・地域商社に求められる本来ミッションの実現を図る。
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